
書式第 12号 (法第 28条関係 )

2023年 度 事 業 報 告 書

特定土営利活動法人アジア・コミュニティ・センター21

1 事業の成果
第 15期の 2023年度 (2023年 4月 1日 ～2024年 3月 31日 )に実施した事業の概要と結果は、

以下の通りである。
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・3つの公益信託 (ACT、 川上基金、今井基金)の事務局活動を通じ、アジアの開発途上国で活動する現

地 NGOおよび日本の国際協力 NGOへの助成申請事業の公募、受付、申請資料の整理、助成先団体か

らの前年度事業の完了報告書のとりまとめ、申請団体との連絡と確認、運営委員会/諮問委員会資料の

作成、当該公益信託の運営委員会・諮問委員会等への報告業務等を行った。

新型コロナウイルス感染症が 2023年 5月 8日 に感染症法上の 5類に移行されたこと、また、海外

への渡航。現地滞在における規制が大幅に緩和されたことから、海外事業のモニタリングを再開し、フ

ィリピン、インドネシアの事業現場を訪問した。

・自主事業 「権利を奪われたス トリー トチル ドレン支援プログラム」では、現地パー トナー団体

(ChidhOpe Ph■ppmes FOundation,Inc、 以下チャイル ドホープ)と連携し、「路上で暮らす若者の

自立支援プロジェクト」を実施し、新規 30名 に対し職業技術やライフスキル (日 常生活の様々な問題

に前向きに対処する力)を学ぶ機会を、修了生が参加する若者起業グループヘの支援を行つた。2024

年 8月 には事業担当者が事業現場を訪問し、その後 9月 には代表理事と事務局長が事業現場を訪問し、

事業の進捗状況の確認と受益者との対話を行ったほか、前期研修の修了式に参加した。このほか、現地

の若者と日本の支援者、市民を結ぶオンライン・イベントを開催した。

(一社)アジア宗教者平和会議東京 (ACRP東京)と の共同事業「フィリピンの “ストリー トチル ド

レンZERO''キ ャンペーン」では、2023年度初めに本格的にキャンペーンを開始し、4～5月 のキャン

ペーンの結果、2,256,000円 の寄付を受け、当センターと (特活)アイキャンのストリー トチル ドレン

支援事業に活用した。 このほか、日本国内での啓発「Take Action!日 本とフィリピンの子ども。若者
の啓発と次世代育成プロジェクト～ストリー トチル ドレンZEROに向けて～」を開始した。

関係団体間および人の交流および協力・協働関係の構築事業

・「日比 NGO協働推進」では、日比 NGOネ ットワーク (JPN)か ら事務局の委託を受け、以下の業務
を行った。(1)学習会を含む JPN正会員・準会員間の情報交換・経験共有の推進、(2)フ ィリピン

社会とその人々、およびフィリピンに関わる日本の NGOの 協力活動等についての国内での理解促進
と支持者拡大を目的とした公開学習会の開催、ウェブサイ トとSNSに よる情報発信、問い合わせへの

対応。

事 業 報 告 用



・「日本企業との連携による途上国地域開発事業の推進」では、パナソニック (株 )、 インドネシアの現地

NGO・ DヽDと の三者による共同事業の第 2フェーズ (2020年 2月 ～)のフォローアップ活動として、
「西カリマンタン辺境地域での太陽光発電電気を活用した生計開発モデルの開発」事業対象地を三者

で訪問し、事業の進捗 。結果を確認・評価した。

知識 L値担の普及推進皇菫

・「広報・啓発事業」では、フィリピンのストリー トチル ドレン支援事業および日韓みらい若者支援事業

を通じて、フォーラムや学習会・講座等のオンライン・イベントを積極的に開催した。

当団体ウェブサイ ト、SNS(■Witter、 Faceb00k、 Instagram)で の情報発信、外部イベントヘの参

加、講師派遣・訪問受入れを行った。活動と実績についてわかりやすく報告した冊子版の「年次報告書」

の発行、メールマガジン (計 18回)の配信を通じ、会員、寄付者、協力者、関係者、ほか広く一般に

情報普及をはかるとともに、支援の呼びかけを行った。

・「SDGsと 知識・情報普及の推進に向けた広報、ファンドレイジング戦略の策定」事業では、当センタ
ーの中長期計画策定のための話し合い (中長期計画策定委員会)を行い、同委員会で提案した中長期

計画と新しいビジョン、ミッションが 2023年度第 1回理事会で承認された。また、新しいビジョン・

ミッションや中期ビジョンについてACC21の役職員が説明する動画をYouTubeで公開・普及したほ

か、外部イベントヘの登壇、Lutubeラ イブを開催した。新しいビジョン・ミッションを象徴する募

金キャンペーン「若者チャレンジ 100募金」を企画し、2023年 12月 1日 から2024年 1月 31日 ま

でに 110件 128万 207円の寄付を集めた。

政塞_・ 制座変革のための提言事業

・ (特活)国際協力 NGOセンター (JANIC)の正会員、日比 NGOネ ットワーク (JPN)の正会員、グ
ローバル連帯税フォーラムの正会員、NGO― 労働組合国際協働フォーラムの会員、「認定 NPO法人振
興会」 (事務局 :(特活)セイエン)の会員として政策提言活動に参加した。

旦墜堕.塑重塑22並壁毬
・「日韓みらい若者支援事業」は、日本の若者たちが日韓の過去の歴史を直視し、在日コリアン (そ して

将来的には韓国の若者たち)の参加を得て日韓両国の若者の間での共通の歴史観を育み、それを基礎に

2国間関係の未来を志向する姿勢そして能力を身に付けるのを支援し、そのネットワークを広げていく

ことを目的に、(特活)Asia Commons亜洲市民之道と共同で実施している。

2023年度は学習会活動を 4回、“語り場"活動を 4テーマ/グループで実施したほか、スタディツア

ー「韓国市民との対話と実地体験で学ぶ一日本の植民地時代、朝鮮戦争、これからの平和」(2024年 2

月 21日 ～2月 25日 )を実施した。2023年度の活動の成果発表と関係者の交流を目的としたフォーラ

ム「歴史と実践者から学び、考える東アジアの平和」を開催した (2024年 4月 に実施)。 このほか、「日

韓関係ダイレクトリー'22」 を発行し普及した。以上の活動に 200人を超える人々が参加した。



2 事業の実施に関する事項
〈1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【27,107】 千円)

事業費
(千円)された

事業名
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ア ジア諸

国 (4カ 国)
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日本 の 国
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甚蔵記念国際文化教

育振興基金」の事務

局活動 (2023年度申

請事業の公募、運営

委員会資料作成、助
成先団体、受話行と
の連絡調整 )

川 上 記念国



「権利を奪われた
ストリー トチル ド
レン支援プログラ
ム」
フィリピンの路
上で暮 らす若者
の自立支援プロ

ジェク ト

若者の小規模起

業家育成

2023

年 4月

～  24

年 3月

フ ィ リピ

ン (マニラ

首都圏)、

日本国内

5人

フ ィ リ ピ

ン (マニラ

首都圏)

現地 NG02団体と、
路上で暮 らす若者
61人

6,008
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1)日 比 NGOネ ット
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務局活動 (受話事

業)
正会員・準会員間
の情報交換・経験共

有等の推進、学習会

活動、情報普及と一

般市民からの相談
への対応

2)日 比NGOネ ットワ
ークの協働事業ヘ

の参加 (自主事業)
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「日本企業との連
携による途上国地
域開発事業の推進」
(共同事業)
パナソニック (株 )、
インドネシアの現地
N00 「Yayasan Dian
Desa Baru」 と当団体
による共同事業 「西

カリマンタン辺境地

域での太陽光発電利

用と生計向上のモデ
ルづくり」のフォロ
ーアップ活動

2023

年 4月

～ 24

年 3月

日本国内、

イ ン ドネ
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2人

イ ン ドネ
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リマ ン タ
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(自 主事業 )
・ウェブサイ ト、SN
Sを通じたアジア
の現状に関する

情報提供 と活動
参加への呼びか

け
・冊子版の年次報告
書発行
・メールマガジン

(計 18回)の発
行
。オンライン・イベ

ントの開催
・講師派遣
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年 4月

24年 3
月

日本国内 4人

国 際 協 力
に 関 心 を

もつ 日本
国内、海外
(英 文 サ
イ ト訪 問
者)の一般
市民

不特定多数 629

「SDGsと 知識・情報
普及の推進に向け
た広報、ファンドレ

イジング戦略の策
定」
。「中長期計画」の

策定
。支援者拡大施策
の立案 。実行
・「若者チャレンジ

100募金」の企画・

実行

2023
年 4月

24年 3
月

日本国内 4人

国 際 協 力
に 関 心 を

もつ 日本

国内、海外
(英 文 サ
イ ト訪 問
者)の一般
市民

不特定多数 2,509
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ットワーク (JPN)の
正会員、グローバル

連帯税フォーラム

の正会員、NG∈労働
組合国際協働フォ
ーラムの会員 とし
ての政策提言活動
への参加
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営 利 活 動

団体など

不特定多数 84
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「日韓み らい若者
支援事業」 (共同事
業)
学習会、"語り場"、 フ
ォーラムの開催、日
韓関係に携わる市民
団体関係者との関係
づくり、ダイレク ト
リー発行、スタディ
ツアー開催

2023
年 4月

24年 3
月

韓国、日本
国内 (東
京)

4人 市

に
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日
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関

民団体、学

術関係者、
大学など

約 210人
ほか関心をもつ市
民、団体など (不特
定多数 )

4,721

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
足秋 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

2023年 度 活動計算書 (その他事業が上登場合 )
特定非営利活動法人アジア・コミュニティ・センター21

人

給料手当

賞与金
役員報酬

194,902
22:2021

B

2

科 目 金   額 1  小計・合計
I の

11.488,

6,766,903受取助成金

10,

1,000,000
1,000,000

30,341,230

A
1

2

3

4

5

6

常 収 益 計

共同事業負担金収益

の他の

120,000
270,000

正会員受取
賛助会員受 費

費

会

会

取

11,385,368
103,000

受取寄付金

受取寄付金振替額 (日 韓みらい若者支援事業)

10,612,635
37,640

受託事業収益
自主事業収益

64

36

45,584

受取利息
為替差益

雑収入

経 常 費 用

現地人件費
外部委託費
謝金

印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
事務用品費
賃借料
広告宣伝費

図書費
保険料
諸会費
租税公課
支払手数料

雑支出
支払寄付金等

1 人

2

9,550,159
1,087,978
383,313
1,578,898
41,616

90,3601

8,3001

2,600
103.3761

90.3241

4,142,0811

663,2561

1,587,500
1.279.0471

965.4261

118,6261

2.222.6051

757.9881

23,8771

2,724
2,301,953
64,188
40,396

給料手当

賞与

通勤交通費
法定福利費
福利厚生費

1理夏

Eコ E

720,000

1



科
日

【 金  額 小計・合計

印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
事務用品費
修繕費
賃借料
広告宣伝費
接待交際費
諸会費
租税公課
支払手数料
雑損失
雑支出

60,708
29,044
4,410
19,499
74,240
90,558
21,882
4,000
46,978
15,620
5,000
77,050
507,800
255,347
1,009

61,817

29,359,552経 常 費 用 計

32,222
850

法定福利費
福利厚生費

(2)その
謝金

981,678①当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】

C

D

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】 ②
ｎ

ｖ

次 期 繰 越 一 般 正 味 財 産 額 ③―④+⑤
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正 産 4 089 496
、住民税及び
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II.指定正味財産増減の部
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103,αЮ受 取 寄 付 金 計 ・・・⑥

受取寄付金
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１
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

2023年 度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人アジア・コミュニティ・センター21

科 目 金  額
|

小計・合計

【A】 資 産 の 部
1

現金預金

未収金

棚卸資産

10,261,579
45,272
249,376

議島責産合計 ① 10,556.227

2
(1) 形

2 形

3 の

固定資産合計 ② 0

【A】 資 産 合 計 ①+② 10,556,227

【B】 負 債 の 部
1

未払金
前受金

預り金

1,136,010
3,366,909
470,6761

金 7 1581

人 70,000
504,300未払消費税

魔動負債合計 ・・・③ 5,555,

2
0

園定負債合計 ④ 0

【B】 負 債 合 計 ③+④ 5,555,053

【C】 正 味 財 産 の 部
1

アジア若者みらい基金 103,000

正 産 △ 103 000

指定正味財産合計・・・⑤

2

当 一般正 911 678

―般正味財産合計・・・⑥ 5,001,17.

【C】 正 味 財 産 合 計 ⑤+⑥ 5,001,17

【D】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B】 +【 C】 10,556.227

4,089,496
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2023年 度  計算書類の注記

特定非営利活動法人アジア・コミュニティ・センター21

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準によっています。

(1' 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産
リース資産   償却年数5年による定額法

(2)リ ース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によつている。

(3)消費税等の会計処理
消費税は税込み経理によっています。

事業別損益の状況 (別紙参照)

使途等が制約された寄付金等の内訳
使途等が制約された寄付金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は5,001,174円 ですが、そのうち2,141,087円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は2,860,087円 です。

16

事 業 報 告 用

当期減少額 期末残高 備考内容 期首残高 当期増加額

3,778,465

400,000

1,000,000

604,235

225,000

2,109,535

|フ ィリピンの路上で暮らす若者の自
立支援プロジェクト」への寄付。
当期増加額に生活協同組合コープみら
い「子ども・子育て支援基金」からの

寄付金3,150,000円 、「ゼロキャン
ペーン」指定寄付から振り替えた
828,000円 を含む。
期末残高は翌期に使用予定の支援用資
金 (以下同じ)

「フィリピンの路上で暮らす若者の自
立支援プロジェクト」への助成

「フィリピンの路上で暮らす若者の自
立支援プロジェクト」への助成

「フィリピンの路上で暮らす若者の自
立支援プロジェクト」への助成

「フィリピンの路上で暮らす若者の自
立支援プロジェクト」への助成 (～
2023年 9月 末)

1,800,000 4,088,000

400,000

1,000,000

604,235

225,000

※

「フィリピンの “ストリー トチル ドレ

ンZERO''キ ャンペーン」指定寄付。当

期減少額の内訳は、 (特活)アイキャ
ンヘの寄付支出、当法人「フィリピン
の路上で暮らす若者の自立支援プロ

ジェクト」への支出、事業管理費

「Take Action!」 (フ ィリピンの “ス

トリー トチル ドレンZERO''キ ャンペー
ン)への助成 (2023年 10月 ～)

30,205

2,256,000

※

31,5522,287,552

30,205

PanasOnic PO/N00サポー トファン ド
for S∞ s[海外助成 ]1,707,463 1,707,463

ACT関連事業、管理費への指定寄付3,000,000 3,000,000

「日韓みらい若者支援事業」への助成

「日韓みらい若者支援事業」への助成

にC21「アジア若者みらい基金」 (指
定正味財産)か らの振替額 (日 韓みら
い若者支援事業への指定在量■____

2,300,000

500,000

103,000

2,300,000

500,000

103.000

2,141,087

※

15,417,455 15,904,368

※1「当期増加額」の合計額から
828,000円 (ゼ ロキャンペーンから自
立支援プロジェクトヘの振り替えた金

額)を差し引いた金額を計上。

1,800,000

権利を奪われたス

トリー トチル ドレ

ン支援プログラム
ヘの寄付

「 “ス トリー トチ
ル ドレンZERO''
キャンペーン」指
定寄付

一般正味財産

ノニ ック ホー

個人からの寄付

一般正味財産 計

(公財)大阪コ
ミュニティ財団
助成

―財)日 本国際協力
システム 助成

独)国際協力機構
(JICA基金)助成

日本労働組合総連
合会 「連合・愛の

カンパ」中央助成

日本労働組合総連
合会 「連合・愛の

カンパ」中央助成

(―財)MRAハ ウス

助成

(特活)アーユス
仏教国際協カネッ
トヮーク「街の奸」
支援金

日韓みらい若者支
援事業への寄付

ルディングス



指定正味財産

アジア若者みらい
基金

0 103,000 103,000

(単位 :円 )

0

ACC21「 アジア若者みらい基金」 (指
定正味財産)への寄付 (日韓みらい若

へ の

指定正味財産 計

4 定正 産から一 産への の内

リース取引関係
未経過リース料期末残高相当額

科 目 1年以内 1年超 合計

SynO10gyサ ーバーDS220

RIC(HIM C4503〈 解約分)

RICOHIM C4510

合計

99,000
77,880

282,612

132,000
305,030

1,106,897

231,000

382,910
1,389,509

459,492 1,543,927 2,003,419

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

給料手当には使用人兼務役員分も含まれますが、支払い対象者が少ないため個人情報保護の観点から金額の明示を

省略しています。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な

事項

事業費と管理費の按分方法

明確に分けられない共通経費のうち、「通信運搬費」「賃借料」「減価償却費」、「人件費」は従事割合に、「印刷

製本費」はコピー複合機のカウンターから算出した割合に応じて校分しました。詳細は別紙参照。

103,000 103,000

金  額内   容

経常収益への振替額
「アジア若者みらい基金」から「日韓みらい若者支援事
業」に対する振替額

103,000

103,000合   計

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取弓|

科 目
計算書類に計
上された金額

82,000

112,400

30.000
50,441

11.878.368 194,400 80,441

832.228 6,820

832.228 6,820

(活動計算書)
受取会費
受取寄付金
活動計算書計

通信運搬費
活動計算書計





書式第 17号 (法第 28条関係 )

2023年 度 財産目録
事 業 報 告 用

豊定理当蒟議慶塾22ヱニュ主ェ
=Lに
」饉塗=2

H F

1 ■●■菫

現全預金

手元現金

外貨 (INR.131,ЮR 4,000)
普通預金 みずに銀行 駒込支店
普通預金 みすほ銀行 駒込支店「ACC21緊急復興支援」
普通預金 三井住友銀行 巣鴨支店
振書口座 (当座預金)ゆ うちょ銀行○一九店〈ゼロイチキュウ店)
振替口座 (当座預金)ゆ うちょ銀行○一九店〈ゼロイチキュウ店)ACC21緊急復興支援
振替口座 (当座預金)ゆ うち.1銀行○一九店 (ゼロイチキュウ店)アジア若者みらい基金
楽天銀行

10,261.5791

186,542
388

5,206,861
900

3,633,454
1.127.321

551

99,583

5,979
|

|

埒[11憶群i;;)__

囁[[量ll憂i辟1鏃1鮒、獅ド

45,272

5.000

40.0001

272

ギフトカードなど)

249,376
|52.036

94.003

73,000

30.337

識鵬資壼合,I
2

(1 影日定貴壼

(2) 形 0

(3)投贅その他

【A】 資 産 合 計 ①+② 10.556.227

【B-1】 負 債 の 部
1

未払全

社会保険料 (2024年3月 分)

給料手当 (2024年3月 分)

印刷代 (複合機パフォーマンスチャージ (2024年 3月 分))
電話代 (2024年3月 分)

旅費交通費 (日韓みらい若者支援事業 スタディツアー)
通信運搬費 (レンタルサーバー料、 ドメイン管理料、2024年 3月 分通信費、ほか事業関連)
広告宣伝費 (Facebook fTake Actlon!」 講座案内)

会議費 (曰韓みらい若者支援事業 スタディツアー)
謝金 (曰 韓みらい若者支援事業フォーラム基調講演者.発表者)

消耗品費 (曰 韓みらい若者支援事業 スタディツアー、翻訳ソフト年間使用料)

1,136,010

業務委託■ (曰韓みらい若者支援事業 スタディツアー)
事務用品費

361,2341

286.700

28,911

4,867

105,6681

66.374

800

4,2391

78.0001

18.1371

180,0001

1.0801

前受金
寄付金

助成金 (日本労働組合総連合会「連合・■のカンパ」中央助成 (Take Actoln!))

助成金 (パナソニックホールディングス (株) (SDCsと 知識・情報普及の推進))

3,366,909

1.000,000

469,795

1,897.114

預り

31震侵驚
(給与、質与)

雇用保険料

        _
住民税__   __  _=′

ッァ_
仮
・ 轟 みらい若者支援事業スタフ4.

470.6761

91.746

325.714

56, 116

△ 2,900

7.158

駐車場代等 7,158

未払法人税等

未払法人税等

未払消費税

未払消費税

70,000

504,300

=■
■●合計 ・・・0 5.“6.

2

日定■●合計 ・・・④

504,300

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 1  5.555,053

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 5,001,174



書式第 18号 (法第 28条関係)

2023年 度年間役員名簿 |`蹴譜|:ξ llI獅弊紺|:11:(g嚇瀾孵脚J路轟居所並び
特定非営利活動法人アジア・コミュニティ・センター21

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1
監事
イ トウミチオ

伊藤道雄

2023年 4月 1日

2024年 3月 31日

2023年 4月  1日

2024年 3月 31日

2
監事 シミズキョウコ

清水恭子

2023年 4月  1日

2024年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

3
監事

スズキマリ

鈴木真里

2023年 4月 1日

2024年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

4
監事
ナガハタマコト

長畑 誠

2023年 4月  1日

2024年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

5
監事
ハマダタダヒサ

2023年 4月 1日

2024年 3月 31日

年

年

月

月

日

日漬田 忠久

6
監事
イシマルサ トコ 2023年 4月  1日

2024年 3月 31日

年 月

月

日

日年石丸智子

7
監事

ia jE I-.E If:a+
2023年 4月  1日

2024年 3月 31日

年

年

月 日

日月湯本浩之

8
理

アキオテルマサ

秋尾晃正

2023年 4月  1日

2024年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

9
理事 監事 7.A+-4 a

鈴木英子

2023年 4月 1日

2024年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事

年 月 日

年 月 日

年

年

月

月

日

日

・監事



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人アジア・コ三ュニニ∠=セ
ンタ
=21

氏   名

1
秋尾晃正

2 伊藤
道雄

3 岩崎信夫

4
大田達男

5
小松諄悦

6
重松淳子

7 清水
恭子

8 鈴
木真里

9 長
畑 誠

10
福田綾子

11

12




